





























　高瀬論文は，1975 年から 2005 年の春闘を取り上げている。そして，パターンセッターだった金
属産業での賃上げの中長期的な趨勢の変化を，基軸的な金属産業の代表者に支えられた日本経営者
団体連盟（日経連）及び後継組織の日本経団連が打ち出す理念・政策を媒介とした労使妥協のパ
ターン形成の在り方から考察している。
　岩佐論文は，近年のドイツの使用者団体と労働協約に関して，小売業を対象に分析している。そ
して，賃金・労働条件を企業横断的に規制する労働協約の拘束を忌避する会員企業の脱退が使用者
団体に強硬路線を採らせる一方，労働組合の圧力を背景に柔軟な対応を求める会員企業が使用者団
体の強硬路線の貫徹を妨げる状況が見られることを明らかにしている。
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